
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メニュー① メニュー② 事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道府県費

市町村費 その他

洲本市

淡路日の出
農業協同組

合
水稲

10

【水稲】作
付面積のう
ち多収性の
品種の作付
面積の割合
が３ポイン
ト以上増加

作付率
15％

水稲作付面
積

233ha

うち多収性
品種作付面

積
35ha

（H30年度）

－

作付率
20.5％

水稲作付面積
244.0ha

うち多収性品
種作付面積
50.1ha

作付率
22.0％

水稲作付面積
245.0ha

うち多収性品
種作付面積
53.8ha

作付率
33％

水稲作付面積
275ha

うち多収性品
種作付面積

90ha

39%

水稲作付面積
のうち多収性
品種の作付面
積の割合は、7
ポイント増加

水稲作付面積
245.0ha

うち多収性品
種作付面積
53.8ha

野菜(レタス・
はくさい・
キャベツ)

118

【野菜】当
該品目の上
位規格品の
割合を３ポ
イント以上
増加

レタス45%
(281t/628t)

はくさい57%
(209t/365t)

キャベツ83%
(202t/243t)

計 59%

－

レタス
59.9%

(370t/617t)

はくさい
79.3%

(442t/558t)

キャベツ
87.2%

(160t/183t)

計75%

レタス　57.1%
(322t/564t)

はくさい83.1%
(460t/553t)

キャベツ87.1%
(195t/223t)

 
計76.8%

レタス　60%
(478t/808t)

はくさい75%
(524t/699t)

キャベツ91%
(239t/264t)

 
計74%

レタス
80.6％
はくさい
144.9％
キャベツ
51.4％

計118.4％

上位規格品の割
合は、レタス
12.1ポイント、
はくさい26.1ポ
イント、キャベ
ツ4.1ポイント、
計17.8ポイント

増加

耕種作物産地
基幹施設整備

育苗施設
播種作業棟(鉄
骨2階建)、
緑化温室棟、

その他
播種プラント

435,385,900 197,906,000 0 0 237,479,900 R2.3.31

品質の安定した水稲苗提供と利用拡大対策の実施
により、コスト低減と労力軽減が図られ評価を得
ている。多収穫米(どんとこい契約栽培)と(きぬ
むすめ)推進により、米販売量増大による所得向
上が図れている。
一方、肥料価格高騰の中、ＪＡが推奨する多収性
品種の(どんとこい)栽培体系には単価の高い高成
分質資材が必要なことや、天候不順による収量
減、突発的な虫害(秋ウンカ)被害等が発生したこ
とにより生産者の意識が前向きになりにくく、多
収性品種への転換が計画どおりに進まず、成果目
標を達成できなかった。
今後、多収性品種の価格助成と硬化苗取扱実施を
広報誌ならびに生産部会等において、育苗施設利
用のメリットや多収性品種「どんとこい」契約栽
培によるメリット等を広くＰＲする。
また、次期ＪＡ営農振興計画において、重点取組
項目と位置付けることで目標達成に取り組む。
野菜苗については、健全苗供給とＪＡ・行政によ
る支援対策の実施により、品質向上が図られたた
め、成果目標を達成した。

　水稲は肥料価格高騰や、
天候不順による収量減、突
発的な虫害(秋ウンカ)被害
等の発生により、多収性品
種への転換が計画どおりに
進まず、成果目標を達成で
きなかった。野菜は、健全
苗の供給により、品質向上
が図られたため目標を達成

した。
　未達成である水稲につい
ては、講習会等において、
多収性品種のメリット等を
周知するともともに、JA・
生産者へ防除対策等を指導
し、栽培管理技術の向上を
図る。また、次期ＪＡ淡路
日の出営農振興計画が達成
できるよう、関係機関と連

携し、支援を行う。

メニュー① メニュー② 事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道府県費

市町村費 その他

丹波市 丹波市
環境保全型
農業

144

事業の受益
に係る販売
農家の栽培
面積のうち
たい肥の施
用面積の割
合の増加

10.1%
148.1
ha/

1460.2
ha

16.2%
227.7
ha/

1402.8
ha

12.4%
168.7ha/
1357.2

ha

25.2%
372.4

ha/
1460.2

ha

15.2%
たい肥施用
面積の割合
が2.3%増加

環境保全型農
業

145

事業の受益
に係る販売
農家の栽培
面積のうち
環境保全型
農業に取り
組む農業者
の割合の増
加

21.1%
２５０人/

１１８４人

22.8%
２３８人/

１０４２人

22.7%
２３２人/
１０２４人

31.2%
３５８人/
１１４８人

15.8%
環境保全型農業
に取り組む農業
者が1.6%増加

トラックス
ケール
（秤量
10t）

ストック
ヤード
（鉄筋鉄骨
コンクリー
ト造、敷地
1,007㎡、
建築564
㎡、延床
540㎡）

ストック
ヤード
シートカー
テン・沈殿
槽上屋
（可動間仕
切り、
8,650×
5,000×6
面・W1,950
×D2,800×
H2,810）

8,602,000

80,817,000

13,860,000

4,225,000

39,691,000

6,084,000

0

0

0

0

0

0

4,377,000

41,126,000

7,776,000

R3.1.13

R3.3.12

R3.3.8

 ストックヤードの整備が令
和２年度末に完了し、さら
なるたい肥需要の増加が見
込まれたため、令和３年度
の冬にたい肥生産施設を改
修し処理能力を向上させ
た。改修工事にあたり販売
を一時停止したため、施用
面積が減少した。令和４年
度からは施設の最大活用が
可能となるため、たい肥散
布面積の大幅拡大が期待さ
れる。今年度の春散布の施
用面積は65.7haであった。
春散布の目標値である
75.0haにはあと一歩届かな
かったが、現在注文を取り
まとめている秋散布の施用
面積を含めて、目標達成を
目指す。また、減少傾向で
ある環境保全型農業に取り
組む農業者数も、たい肥施
用面積の拡大に伴い、増加
する見込みである。

　ストックヤードの整備が
１年後ろ倒しとなり、令和
２年度末に完了したため、
令和２年度は施設整備の恩
恵を受けることはできな
かったが、当初計画どおり
たい肥散布を市内全域に拡
大し、さらに春散布を実施
したため、施用面積を大き
く増加することができた。
令和３年度は「事業実施主
体の評価」に記載のとお
り、一時的に施用面積が減
少しているが、今後は施設
の最大活用が可能となり、
さらにウクライナ情勢での
化学肥料高騰による有機肥
料の需要の高まりも追い風
となり、施用面積が大きく
増加することが見込まれ
る。また、環境保全型農業
は、引き続き関係機関で推
進を図り、取り組む農業者
数の増加を目指す。

103,279,000 50,000,000 0 0 53,279,000

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

都道府県平均達成率 42.6%
2事業とも目標達成できなかった。水稲は肥料価格高騰等の影響により多収性品種への転換が計画通りに進まず、成果目標を達成できなかった。野菜は健全苗の向上が図られたため目標を達成した。
また、環境保全型農業についてはストックヤードの整備の1年後ろ倒しや施設の改修工事のため、目標を達成することができなかった。これら未達成項目について、目標を達成できるように関係機関と連携し指導を行っていく。

事業実施主体の評価

成果目標の
具体的な内

容②

事業実施後の状況②

成果目標の具体
的な実績②

負担区分（円）

都道府県の評価

（対象作
物・畜種等
名）①

計画時
（平成30

年）

１年後
（令和２
年）

２年後
（令和３年）

目標値
（令和３年）

達成率
（対象作物・
畜種等名）②

計画時
（平成30

年）

類
別

完了年月日

１年後
（令和２

年）

２年後
（令和３

年）

目標値
（令和３

年） 達成率

市町村名
事業実施主

体名
類
別

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標の
具体的な実

績①

達成率
（対象作物・
畜種等名）②

計画時（平
成30年度）

１年後（令
和元年度）

２年後（令
和２年度）

３年後（令和３年
度）

（対象作
物・畜種等
名）①

計画時（平
成30年度）

１年後（令
和元年度）

２年後（令和
２年度）

３年後（令和
３年度）

目標値（令和
３年度）

事業実施後の状況②

成果目標の具体
的な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の評価 都道府県の評価

目標値（令和３
年度） 達成率

（工種、施設
区分、構造、
規格、能力

等）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町村名
事業実施主

体名
類
別

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標の具
体的な実績①

類
別

成果目標の
具体的な内

容②



Ⅱ　食品流通の合理化を目的とする取組用

（兵庫県　平成30年度）

事業内容
（施設区
分、構

造、規模
等）

事業費

備考

（円）

交付金
都道府県費

市町村費
その
他

神戸

神戸
市中
央卸
売市
場本
場

神戸
市

中央
卸売
市場
施設
整備

安
全・
安心
な市
場流
通

品質管
理の高
度化に
関する
目標
（卸売
市場品
質管理
高度化
マニュ
アルに
基づく
規範の
策定及
び実
施）

計画時
施設で
は策定

計画時
施設で
は策定

新施設
で策定
を検討

新施設
に対応
した規
範策定
及び実

施

新施設
に対応
した規
範策定
及び実

施

100%

新施設に
対応した
規範策定
及び実施
により品
質管理の
高度化を
達成

効率
的な
市場
流通

物流コ
スト等
の削減
に関す
る目標
（残
品・残
さ、
包装容
器の処
理コス
トを
1.2％以
上削
減）

35,245
千円
（±
0%）

31,636
千円
(-

10.2%)

32,006
千円
(-

9.2%)

32,084
千円
(-

9.0%)

32,284
千円
（-

8.4％
）

107%

廃棄物処
理に係る
コストが
9.0%削減
された

青果低温
卸売場整

備
鉄骨造
平屋建
1,197㎡

152,718,175 49,757,000 94,451 102,866,724 H31.3.31

目標
を達
成で
きて
いる

目標達
成して
いる

神戸

神戸
市中
央卸
売市
場西
部市
場

神戸
市

卸売
市場
耐震
化施
設整
備の
取組

被災
時の
市場
機能
の維
持強
化

（耐
震・防
災機能
の向
上）
停電時
の食料
の安定
供給機
能を維
持でき
るよ
う、BCP
に即し
た非常
用電源
を設置

未設置 設置済 設置済 設置済

BCPに
即した
非常用
電源を
設置

100%

停電時に
主要冷蔵
庫及び保
冷庫計７
基へ給電
可能な非
常用発電
機を設置

－ － － － － － － － －

非常用電
源施設
ラジエー
タ式屋外
キュービ
クル型
発電容量
　225 kVA

31,613,486 10,537,000 21,076,486 R2.3.31

目標
を達
成で
きて
いる

目標達
成して
いる

100%

（注）１ 別紙様式１号の２のⅡに準じて作成すること。  

２ 別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

３ 「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

４ 「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

５ 「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

成果目標Ⅰ 成果目標Ⅱ

市町
村名

市場
名

事業
実施
主体
名

取組
の分
類

メ
ニュ
ー

成果目
標の具
体的な
内容

事業実施後の状況

成果目標
の具体的
な実績

成果目標
の具体的
な実績

負担区分（円）

完了年月日

２年後
（令和
２年）

３年後
（令和
３年）

目標値
（令和
３年）

達成率

目標値
（令和
３年）

達成率

計画時
（平成
27年）

１年後
（令和
１年）

メ
ニュ
ー

成果目
標の具
体的な
内容

事業実施後の状況

都道府県平均達成率 総合所見 神戸市中央卸売市場本場、神戸市中央卸売市場西部市場ともに目標達成できている。

事業
実施
主体
の評
価

都道府
県の評

価

計画時
（上

段：平
成27

年、下
段：平
成30
年）

１年後
（令和
１年）

２年後
（令和
２年）

３年後
（令和
３年）


